


※ 以下、「歯科診療における新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報

通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて」（令和２年４月 24 日

付け厚生労働省医政局歯科保健課、医薬・生活衛生局総務課事務連絡）を単に「事

務連絡」という。 

 

＜全体＞ 

Ｑ１ 事務連絡による時限的・特例的な取扱いは新型コロナウイルス感染症の感染

が収束するまでの間とされているが、具体的にはどのような状態を収束と呼ぶの

か。 

Ａ１ 新型コロナウイルス感染症の感染の収束の定義については、今後専門家も交え

て議論が必要であるが、事務連絡による時限的・特例的な取扱いの趣旨を踏まえる

と、院内感染のリスクが低減され、患者が安心して医療機関の外来を受診できる頃

が想定される。 

 

Ｑ２ 新型コロナウイルス感染症の感染が収束するまでの間に行う全ての診療につ

いて、本事務連絡に則り診療してよいのか。 

Ａ２ 事務連絡による対応は、新型コロナウイルス感染症が拡大し、医療機関の受診

が困難になりつつあることに鑑みた時限的・特例的な対応であることに留意し、診

療を行うこと。また、歯科診療においては、視覚による診療情報が歯科疾患の診療

を行うに際し特に有益であることから、電話で診療を行う際は画像情報を併用する

ことが望ましい。 

 

Ｑ３ 歯科診療における情報通信機器を用いた診療を行う場合、どのような通信環

境において、実施すべきか。 

Ａ３ 歯科診療における情報通信機器を用いた診療を行う場合の通信環境に関しては、

「オンライン診療の適切な実施に関する指針」Ⅴ２．（５）通信環境（情報セキュリ

ティ・プライバシー・利用端末）を参考にして、情報セキュリティやプライバシー

に配慮すること。 

 

  



＜患者・医療機関＞ 

Ｑ４ なぜ麻薬や向精神薬は処方できないのか。 

Ａ４ 麻薬及び向精神薬については、濫用等のおそれがあることから、麻薬及び向精

神薬取締法によりその取扱いについて厳格に規制されているところ。この点、初診

から電話や情報通信機器を用いた診療を行う場合は、患者のなりすましや虚偽の申

告による濫用・転売の防止が困難であることを考慮し、麻薬及び向精神薬取締法に

指定する麻薬及び向精神薬の処方はその対象から除外することとした。 

 

Ｑ５ 初診からの電話や情報通信機器を用いた診療の実施において、診療録等によ

り患者の基礎疾患の情報が把握できない場合、なぜ処方日数は 7 日間を上限とさ

れているのか。 

Ａ５ 電話や情報通信機器を用いた診療においては、患者の口腔内の状況や基礎疾患

の情報等の診断に必要な情報が十分に得られないことが多いと予想されるため、処

方歯科医による一定の診察頻度を確保して患者の観察を十分に行う必要があるとい

う観点から、処方日数については７日間を上限とした。 

 

Ｑ６ 「初診から電話や情報通信機器を用いて診療を行うことが適していない」場

合とは具体的にどのような場合か。 

Ａ６ できるだけ早期の処置や服薬が必要であると歯科医師が判断した場合、診断に

あたって検査が必須となる場合等が考えられる。また、初診から電話や情報通信機

器を用いた診療により診断や処方が可能であるかの判断は、個別具体的に歯科医師

の責任の下で行われるものであるが、電話や情報通信機器を用いた診療は症状が出

現し、電話やオンラインによる診療の予約をしてから診察までに時間を要すること

が予想されること、重篤な症状でなくても緊急的な処置や治療が必要なことがある

ことや直接の診療を行うことが困難であること等の状況に鑑み、電話や情報通信機

器を用いた診療には適していない症状をあらかじめ示しておくか、電話による予約

などにおいて確認しておくことが望ましい。 

 

Ｑ７ 電話や情報通信機器を用いた診療を一度行った場合、再度同じ歯科医師に電

話や情報通信機器を用いて診療を行った場合は、再診になるか。またその場合の

診療報酬は何を算定することが可能か。 

Ａ７ 電話や情報通信機器による診療によって初めてなされた診断は、患者個人の十

分な情報によってされたものではないため、再度電話や情報通信機器を用いて診療

した際も、十分な情報に基づいて診療を行えないと考えられるため、事務連絡１（１）

と同じ扱いとする。診療報酬においては、電話等再診料等を算定する。なお、具体的

な算定に際しては、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱い



について（その 15）」（令和 2年 4月 27日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡）を

参考とすること。 

 

  



＜患者＞ 

Ｑ８ 本人確認は事務連絡における内容で対応しきれるのか。また歯科医師のなり

すましが横行するのではないか。 

Ａ８ 視覚の情報を含む情報通信手段を用いて診療を行う場合、歯科医師については

顔写真付きの身分証明書により本人確認を行うこと、また歯科医師の資格を有して

いることを証明すること。なお、都道府県において不適切な事例の報告があった際に

は当該医療機関を管轄する貴管下の保健所に対し、当該医療機関における電話や情

報通信機器を用いた診療の実態を調査した上、行為の速やかな停止を勧告するなど

必要な指導を行うほか、指導を行っても改善がみられず、歯科医師法第 17条違反が

疑われる悪質な場合においては、刑事訴訟法第 239 条の規定に基づく告発を念頭に

置きつつ、警察と適切な連携を図ること。 

 

Ｑ９ 70歳以上の患者の窓口負担割合については、どのように確認を行うのか。ま

た、国民健康保険の被保険者については、被保険者資格証明書を交付されている

場合もあるが、どのように本人確認や窓口負担割合の確認を行うのか。 

Ａ９ 被保険者証による本人確認に加え、70 歳以上の患者については、高齢受給者証

についても確認を行うこと。また、国民健康保険の被保険者のうち、被保険者資格証

明書の交付を受けている患者については、被保険者証による本人確認に代えて、被保

険者資格証明書による本人確認を行うこと。 

 

  



＜医療機関＞ 

Ｑ10 歯科診療における電話や情報通信機器等による診療を受けられる医療機関を

取りまとめて公表することとしているが、公表されている医療機関以外は事務連

絡に基づく診療を実施できないのか。 

Ａ10 事務連絡においては、歯科診療における電話や情報通信機器を用いた診療を希

望する国民・患者のアクセスを確保する観点から、実施機関を取りまとめて公表す

ることとしているところ。公表されている医療機関以外においては、事務連絡に基

づく電話や情報通信機器を用いた診療を実施する際は、速やかに報告をすること。

なお、厚生労働省では、報告に基づき、今後の検証を行う予定である。 

 

Ｑ11 自由診療の場合、都道府県に対する実施状況の報告は行わなくても良いのか。 

Ａ11 事務連絡１（６）の実施状況の報告は、保険診療に限らず、自由診療について

も行うこと。 

 

Ｑ12 診療後、領収証及び明細書の交付は、どのように行う必要があるか。 

Ａ12 保険医療機関においては、保険医療機関及び保険医療養担当規則において、領

収証及び明細書を無償で交付する義務があるため、後日、ファクシミリ、電子メー

ル又は郵送等により領収証及び明細書を無償で送付する必要がある。自由診療にお

いても上記に準じて対応すること。 

 

＜都道府県＞ 

Ｑ13 なぜ都道府県では、医務主管課と薬務主管課が連携する必要があるのか。ま

た、各都道府県においては具体的に何を議論するのか。 

Ａ13 事務連絡１（６）の実施状況の報告については、医療機関のみに対して求めて

いるところ、事務連絡による対応の実績や地域との連携状況についての評価を行う

に当たっては、患者が薬局において電話や情報通信機器による服薬指導等を希望し

た場合にどのように服薬指導等や薬剤の配送が行われたかについても把握する必要

があるため、薬務主管課との連携を求めるもの。なお、事務連絡による対応期間内

の検証の具体的な方法については、別途事務連絡を発出予定である。 

 


